
ユニ・チャームの島田でございます。本日はお集まりいただき、誠にありがとうござ
います。

それでは、資料に沿ってご説明させていただきます。
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最初に、2022年12月期第1四半期決算の概要でございます。
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3ページは、決算の総括を記載しておりますので、ご覧ください。
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4ページをお願いいたします。損益のハイライトでございます。

業績につきましては、売上高は2,044億円、12.3%増収となり、第1四半期決算とし
ましては過去最高を更新しました。

コア営業利益は299億円、4.5%の減益となりました。昨年来のオイル市況からの原

材料価格の更なる上昇や、物流費の高まりなども相まって、コア営業利益率は
2.5%ポイント悪化し、14.7%となりましたが、高い収益性は確保することができまし
た。

当社は、これまでも継続的な消費者に寄り添った付加価値商品の導入や、持続的
な商品ミックスの改善、生産性の改善などを着実に実行してまいりました結果が、
昨今の厳しい環境下でも高い収益性を保つことができている要因だと考えており
ます。

連結業績予想につきましては、表の右側にありますように、売上高、コア営業利益
、税引前当期利益は順調に推移し、親会社の所有者に帰属する四半期利益は若
干遅れております。その要因は、税金費用の部分で円安が想定以上に進み、海
外子会社の留保利益に関わる税効果負担額が換算によって上昇したことが主要
因でございます。
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5ページをお願いいたします。四半期別の業績推移でございます。

COVID-19禍でも、足元一部ロックダウンの地域もございますが、当社が扱う商品カ

テゴリーの市場は改善し、各国での商品ミックスを徐々に変えながらトップラインの
拡大を進め、また特に日本においては、マスクや除菌ウェットティッシュなどの感染
予防商品需要への対応で、売上高は順調に成長できました。

また、当四半期も、さらなる原材料価格の高騰など、厳しいコストプレッシャーの中
、過去最高レベルの利益水準を確保することができました。
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次に、資料6ページをご覧ください。コア営業利益の増減でございます。

販売管理費については、売上高比率として0.8ポイント改善しましたが、増収に伴う
増加もあり、約38億円増加しました。

特に物流費については、昨今のサプライチェーンの混乱やオイル高騰もあり、イン
ドネシアや中国、インドなどで増加しました。

また、その他費用16億円の増加の主なものとしましては、人件費、研究開発費、
デジタル関連、市場調査費などでございます。

一方、広告費は、日本を中心に消費者が見る媒体へと効率的な広告投下を実施
し、11億円減少となりました。

次に、粗利益に関する項目でございます。

原材料関連は、昨年下期からの急激な原材料単価の上昇により、前年同期と比
較して粗利益に約71億円の減少影響となりました。

これを吸収するにあたり、継続的な付加価値商品の展開によって価値を上げ、商
品構成などや数量などの部分でうまくバランスを取りながら、粗利益の増加を図る
ことができました。

今後、さらなる原材料価格の上昇が見込まれますので、各国、各地域での新たな
付加価値商品による価値転嫁や効率的なマーケティング、生産性改善を実践し、
これらの吸収に努めてまいりたいと思います。
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資料の7ページをご覧ください。次に、所在地別セグメント情報でございます。

まず、日本におきましては、売上高は6.4%増収、1.1%増益となり、コア営業利益率
は、原材料価格の高騰の影響などもあり1ポイント悪化し、19.5%となりました。

急激なコスト上昇の影響はありましたが、商品ミックスが改善し、コストをうまく吸
収できました。

中でも、フェミニンケアのプレミアム化が促進し、10%を超える増収を達成。引き続
き、大人用紙おむつとペットケアがそれぞれ一桁後半で増収。

また、マスクなどの衛生関連商品の高い需要が継続したことなどで、成長を牽引
することができました。

次に、アジア地域についてです。

アジア地域におきましては、売上高は12.5%増収、コア営業利益は12.9%減益、コ
ア営業利益率は13.1%となりました。

アジア主要国において、急激な原材料価格の高騰の影響を受けておりますが、想
定内で順調に推移しております。

下段の、主要国の売上高実質増減にありますように、中国が減収となっておりま
す。これはベビーケアが主要因です。

急激なコスト上昇もあり、早急な対応として今期中に大きく日本製から中国製プレ
ミアム品へシフトさせることによる収益改善を進めております。

今回、その在庫調整でコストを先行的に使用したため、マイナスの影響となってお
ります。
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一方、フェミニンケアは、昨年のハードルが高い中、増収を継続。プレミアム商品
であるオーガニックコットン素材の商品、ショーツ型ナプキン、夜用ナプキンなどが
引き続き好調に推移し、業績を牽引しております。

その他のアジアでは、資料の下段に示してありますように、市場の成長以上の成
長ができており、インドネシアを中心に各地で成長できております。

最後に、その他地域についてです。売上高は25.4%増収、コア営業利益率は9.6%
と0.5ポイント悪化しましたが、コア営業利益は18.5%増益となりました。

北米のペットケアについては、猫おやつなど、付加価値をつけながら価値を転嫁
することで31%増収で、収益性も大きく改善することができました。

中東におきましては、サウジアラビア国内では、ウェルネスケアにおける販売チャ
ネルの開拓やEコマースチャネルの成長、商品では、引き続きオリーブオイル配合
の紙おむつや生理用品、またマスクなどの販売強化により、増収となりました。

ブラジルについては、1月度のCOVID-19再拡大の影響でサプライチェーンが滞っ
た影響もあり、減収となりました。

また、価値転嫁は進めるも、為替環境が悪く、原材料価格高騰の影響もあり十分
に吸収することができず、減益となっております。
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資料8ページをご覧ください。海外売上高比率のグラフでございます。

構成比としては、海外が66.3%、過去最高レベルまで上昇しております。
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次に、資料9ページをご覧ください。所在地別コア営業利益率の推移グラフです。

当四半期は前期と比較して悪化しておりますが、過去から見ても決して低い収益
性ではないと思います。

2017年、2018年は、中国での日本製需要で一時的に収益性が改善。これらが
2019年でリセットされ、また原材料高騰の影響等もありましたので、11.9%まで下
降し、直近の2020年、2021年は、原材料高が緩和したこと、またCOVID-19によって

マスクなどの高収益セグメントの構成が高まったこともあり、非常に高い収益率と
なりました。

繰り返しになりますが、各地域で継続的な消費者に寄り添った高付加価値商品の
投入や人口動態、経済状況に沿った持続的な商品ミックスの改善、生産性の改善
などを着実に実行してきた結果が、このような厳しい環境下においても高い収益
率を保てている要因ではないかと考えております。
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次に、10ページをご覧ください。事業別セグメントでございます。

パーソナルケアにつきましては、増収減益でございます。

一部、COVID-19の再拡大による影響はありましたが、フェミニンケアとウェルネス

ケアがそれぞれ二桁増収で順調に伸長し、中でも引き続き中国のフェミニンケア
が増収増益に一番貢献しました。

また、ベビーケアは、インド、インドネシアを中心に順調ではございますが、先ほど
ご説明のとおり、中国における高付加価値商品へのシフトが影響し、一桁半ばの
増収減益となりました。

ペットケアについては、増収増益となりました。その内容につきましては、北米が、
先ほど地域別のところでご説明差し上げましたとおり、猫おやつの貢献で増収増
益を牽引しております。

一方、日本国内は、引き続き高い成長。室内飼育が増加中である猫関連商品が
好調に推移しておりますが、収益性については、原材料高騰の影響もあり悪化し
ました。

また、中国でも積極的に費用を投下し、事業拡大の準備を進めておりますので、
費用が先行しております。

そして、タイ、インドネシアにおいても、同様に事業拡大を進めているところでござ
います。
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次に、資料11ページをご覧ください。各通貨の為替変動による影響でございます。

各通貨のレート変動によりまして、決算レートにおける財務諸表への換算影響は、
売上高は対2021年度第1四半期比で約96億円の増収効果となり、コア営業利益
につきましては約12億円の増益効果がございました。
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ここからは、今年2月に発表いたしました、2022年12月期の業績予想から、いろい

ろ外部環境にも変化がございましたので、それについての対応をご説明差し上げ
ます。
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13ページをお願いします。年間の連結業績予想のサマリーでございます。

売上高は8,500億円、8.6%増収、コア営業利益は1,270億円、3.7%増益と、当初の
予想どおりの数値でございます。

進捗状況としましては、売上高は上振れで推移し、コア営業利益は想定しているラ
インで推移しております。

今回の当初予想では、原材料価格の高騰や物流費率の高止まりなど、ある程度
のコスト上昇を見込んでおりましたが、この短期間でさまざまな環境変化があり、
特に原材料関連のコストがさらに上昇すると見込んでおります。

その原材料関連のコストですと、当初174億円高騰すると予想しており、上期は当
初予定どおり119億円あたりが見込まれ、下期は現状のオイル市況を鑑みますと
、大幅な上昇になる可能性がございます。

これを吸収すべく対応策としては、既に北米のペットケア、インドネシアなどで付加
価値商品による価値転嫁を実施し、順調に成果は出ております。

今後、各国、各地域でも、市場環境を見ながら、新たな付加価値商品の提供時に
価値転嫁を強力に推進してまいります。

また、マーケティング費用の効率化、生産性改善も引き続き進めてまいり、コスト
吸収を進めていきます。
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14ページをご覧ください。2022年12月期連結決算ハイライトでございます。

内容については、先ほどご説明させていただいたとおりでございます。
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次に、株主還元政策についてご説明いたします。
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16ページをお願いいたします。

当社の株主還元政策につきましては、継続的な成長を実現するための事業投資
を優先しながら、配当については、中長期的な連結業績の成長に基づき、安定的
かつ継続的な配当を実施し、また自己株式の取得に関しましても、必要に応じて
機動的に実施することで、2022年度の総還元性向50%の利益還元を計画しており
ます。
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17ページをご覧ください。

1株当たり配当金についてですが、2022年度は年間2円増配の38円となり、21期連
続増配を計画しております。
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18ページをご覧ください。自己株式取得の推移でございます。

2022年度も2月の取締役会で、上限取得額170億円、上限420万株の取得を決議
しましたので、機動的に自己株式を取得できればと思います。

4月も取得0円となっておりますが、取得できないタイミングもありますので、ご理解
いただければと存じます。

今後も安定的かつ継続的な増配と自己株式取得を併せて実施し、株主の皆様へ
の利益還元を重要な経営方針の一つと考え、持続的なキャッシュフローの創出に
よる企業価値向上に努めてまいります。
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資料19ページ以降につきましては、共生社会の実現に向けた取り組みについてご
紹介しておりますので、お時間がありますときにご覧いただければと存じます。
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